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1 ．はじめに
戦後から現在にかけて，クラブ活動と部活動は学校教
育の一環として実施されてきた。現在，クラブ活動は小
学校において教育課程内の活動とされる一方，部活動は
教育課程外の活動とされている。本稿で示すように，両
活動の位置づけは学習指導要領の改訂によって左右され
てきたという歴史的経緯を有する。さらに，部活動指導
に関しては，顧問教員の負担なども社会的に問題視され
ている。クラブ活動および部活動について，学習指導要
領の改訂や指導上の諸問題に対し，現場教員はどのよう
に対応してきたのだろうか。そこで，本稿は学習指導要
領におけるクラブ活動および部活動に関する変遷をふま
え，現場教員の聞き取り調査をもとに，クラブ活動や部
活動指導に現場がどのように対応してきたのかを明らか
にすることを目的とする。
クラブ活動の課題として，梶（2000）は次の 2 点をあ
げている。①教員主導の教え込みの活動になっていたり，
児童の主体的な活動として教員の適切な指導が行われて
いないことがあること。②児童数の減少により，全ての
児童の希望に沿ったクラブ数の確保が難しいことである。
学校現場での現実的なクラブ活動への工夫や対応につい
て検討する必要がある。
山田（2000）は，平成10年中学校学習指導要領の改訂
でクラブ活動が廃止されたことについて，クラブ活動の
もつ特質が部活動，社会教育施設での活動，総合的な学
習の時間で活かされることが望まれるとしている。ここ
でのクラブ活動の特質とは，「自己の興味や関心の追求」
「異年齢集団による活動」「生徒の自発的，自治的な活動」
「より豊かな充実した学校生活」「個性の伸長と社会性の
発達」を指している。では，部活動にどのような効果が
あるのだろうか。
部活動の効果について，角谷（2005）は，中学生を対
象に部活動での積極性が学業成績の良し悪しあるいは学
業成績に対する自信である学業コンピテンス，学校生活
への満足感に及ぼす影響を検討した。その結果，部活動
での積極性が高いほど学業コンピテンスや学校生活への
満足感が高い。さらに，部活動での積極性はその後の
学校生活への満足感を高める可能性も示唆された。岡田
（2009）は，中学生を対象に部活動への参加が学校生活
の諸領域，心理的適応に及ぼす影響を検討した。その結
果，①部活動に積極的な生徒は部活動に所属していない
生徒に比べ，全般的に学校生活の諸領域の得点が高かっ
た。②部活動に積極的な生徒は部活動に所属していない
生徒に比べ，全般的に心理的適応の得点が高かった。以
上のように，部活動で積極的に活動する中学生が学校適
応や心理的適応に肯定的な効果があることが報告されて
いる。
あらためて，似て非なるクラブ活動と部活動につい
て，山口（2001）は，クラブ活動と部活動に関する問題
を検討する必要性を指摘している。具体的には，昭和
43～45年の学習指導要領の改訂により，それ以前は希望
参加であったクラブ活動が全員参加の必修制度に改めら
れ，平成元年の改訂で部活動によるクラブ活動代替，平
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成10～11年の改訂で中学・高等学校でのクラブ活動が廃
止となった。この問題は中学・高等学校の部活動のその
後のあり方にも関連しているため，検討が必要であると
している。すなわち，クラブ活動と部活動が曖昧に受け
取られるきっかけは学習指導要領の変遷にみられるよう
である。このような学習指導要領の変化に対して，学校
現場での工夫や対応を検討する必要がある。
本研究では，クラブ活動と部活動の課題を検討するた
めに，まず，学習指導要領の変遷を整理し，クラブ活動
と部活動の教育課程での位置づけやあてられた時間数な
どを概観する。次に，近年の先行研究を参照し，クラブ
活動と部活動をめぐる今日的課題を整理した。さらに，
これらの課題に対する学校現場での対応と工夫について，
小・中学校の教員経験者への聞き取りから検討する。
2 ．クラブ活動，部活動を巡る学習指導要領の変遷
クラブ活動，部活動を巡る学習指導要領の変遷を学習
指導要領データベース（国立教育政策研究所，2014）お
よび山口（2012）を参考に，以下のように概観した。
1 ） 昭和22年 学習指導要領一般編（試案）
小学校 4 年以上に教科「自由研究」が設置される。個
人の興味と能力に応じた教科の発展としての自由な学習，
クラブ組織による活動，当番の仕事や学級要員としての
仕事がその内容として示されている。自由研究の時間数
は，小学校 4 ～ 6 年が週あたり 2 ～ 4 時間，中学校では
1 ～ 4 時間と示されている。クラブ活動も以降の学習指
導要領のような教科外の活動といった捉え方ではなく，
教科の一つという位置づけはこのときだけである。
奥本（2010）は，自由研究のねらいは個人の興味と能
力に応じた教科の発展としての自由な学習であったとし
ている。そのように捉えるなら，クラブ活動よりも，平
成10，11年に導入された「総合的な学習の時間」のねら
いに近いように見受けられる。総合的な学習の時間のね
らいは次の 2 点であった。（1）自ら課題を見付け，自ら
学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決
する資質や能力を育てること。（2）学び方やものの考え
方を身に付け，問題の解決や探究活動に主体的，創造的
に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることがで
きるようにすること。
2 ） 昭和22年 新制高等学校の教科課程に関する件
高等学校でも小・中学校と同様に「自由研究」が示さ
れている。しかしながら，その示し方も「教科課程の運
用」で，大学進学の準備課程でその他（自由研究）16単
位，職業人の準備課程でその他（自由研究）22単位と
なっており，小・中学校のような具体例は示されていな
い。さらに，農業科，林業科，蚕業科，園芸科，農業土
木科，畜産科，造園科，農産製造科，女子農業科では，「選
択教科および自由研究に充てられている時数を実習・関
係教科の時数に増加しまたは他の農業関係の教科を設け
これに充当しても差支えない」とされている。奥本（2010）
によれば，準備段階ではこのように構想されたものの，
このプランが実施されることはなかったとされている。
3 ） 昭和26年 学習指導要領一般編（試案）改訂版
教科学習の発展という趣旨における指導の方法が難し
かったこと，実際はクラブ活動の形態で行われることが
多かったため，従来の教科「自由研究」が廃止され，領
域「教科以外の活動（小学校）」，領域「特別教育活動（中
学校・高等学校）」が課外的扱いから区別され，教育課
程に位置づけられた。教科の学習だけでは教育の目標を
達成できないとして，教科課程と教科外課程の二課程構
造のカリキュラムはその後の基本となった。特別活動領
域（教科外活動領域）で学級会（ホームルーム），児童
会（生徒会），クラブ活動などの内容を扱うことがこの
段階で確立されている。
ここでの小・中学校でのクラブ活動に関する内容を整
理すると，次の 5 点がクラブ活動のねらいになると考え
られる。①共通の興味・関心に基づく自発的な活動，②
個性の伸長，③異年齢集団による活動，④集団活動によ
り団体意識や社会意識を養う，⑤余暇の活用などである。
4 ） 昭和31年 高等学校学習指導要領一般編改訂版
「特別教育活動」での内容がホーム・ルーム活動，生
徒会活動，クラブ活動に修正され，週あたり 1 ～ 3 時間
を指導にあてることが示されている。
5 ）昭和33年 小学校学習指導要領改訂版・昭和33年 中
学校学習指導要領改訂版・昭和35年 高等学校学習指
導要領
小・中学校では教科外活動に「道徳」「学校行事等」，
高等学校でも「学校行事等」が新設され，従来の「教科
以外の活動（小学校）」「特別教育活動（中学校・高等学
校）」は「特別教育活動」となった。小・中学校での教
科，道徳，特別教育活動，学校行事等の四領域構成の教
育課程が編成されることになった。小学校ではクラブは
主として中学年以上で行うこと，中学・高等学校で全校
生徒のクラブ活動への参加が望ましいとされている。そ
して，高等学校でのみ，「（1）健全な趣味や豊かな教養
を養い，個性の伸長を図る」「（2）心身の健康を助長し，
余暇を活用する態度を養う」「（3）自主性を育てるとと
もに，集団生活において協力していく態度を養う」の 3
点からなるクラブ活動の目標が示された。
6 ）昭和43年 小学校学習指導要領・昭和44年 中学校学
習指導要領・昭和45年 高等学校学習指導要領
ソ連の人工衛星スプートニク 1 号の打ち上げ成功に影
響され，科学技術を発展させるために，「教育内容の現
代化運動」と呼ばれる，高度な内容を取り込んだ改訂が
行われた。小・中学校では，従来の特別教育活動と学校
行事等を統合し，新たに特別活動を新設した。高等学校
は各教科以外の教育活動とされ，学校行事が含まれるよ
うになった。小学校では 4 年生以上に週 1 時間のクラブ
活動，中学・高等学校では留意事項や内容の取り扱いで
全校生徒がクラブ活動に参加する「必修クラブ」が設置
された。以降，小学校では 4 年生以上のクラブ活動が位
置づくこととなった。これまでクラブ活動といわれた自
主的で希望参加による放課後や休日を中心とした活動は
「必修クラブ」とは区別され，平成元年の学習指導要領
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の改訂で部活動と呼ばれるようになった。
黒須・神・綱分（1986）は必修クラブのねらいを次の
ように述べている。当時，知育の偏重，個性の喪失等が
言われ始め，クラブ活動（現在の部活動に相当）のもつ
多面的な価値を一部の生徒だけでなく全ての生徒に経験
させようとする教育的な意味から誕生した。このような
指摘が効果的に実施されていたかを，高等学校での必修
体育クラブを担当する教員に対する調査により検討して
いる（松永，1980）。先に示したように，この時期には
科学技術を発展させるために高度な内容を取り込んだ改
訂（教育内容の現代化運動）が行われ，知識偏重教育と
受け取られがちでもあった。そのため，必修クラブは知
識偏重教育に潤を与える意図もあったようである（松永，
1980）。その結果，必修クラブは知識偏重教育への潤に
は寄与しているともしていないともいえず，生徒の個性
引出および伸長には寄与していないことが示されている。
そして，クラブ活動の意義の経験は必要としながらも，
必修体育クラブ活動ではほとんどその意義は認められず，
義務的に遊びの時間を消化していると捉えている。
また，奥本（2010）は，1968年 6 月の教育課程審議会
の答申を引用して，生徒指導的色彩の強い必修クラブの
誕生と指摘している。発達的な側面から考えれば思春期
にあたる中学校では生徒指導の課題は大きいと推測され
るが，小学校と高等学校で週 1 時間の指定があるのに対
し，中学校のみクラブ活動の時間の指定は無い。
7 ） 昭和52年 小学校学習指導要領・昭和52年 中学校学
習指導要領・昭和53年 高等学校学習指導要領
過密な現代化カリキュラムについて行けない児童・生
徒を生んでしまい，学習内容，授業時間数が削減された。
クラブ活動の位置づけは，小・中・高等学校ともに「特
別活動」とされ，旧指導要領と同じようなかたちで必修
クラブは実施された。中学校のクラブ活動にかける時間
の指定は無いが，「クラブ活動については，毎週実施で
きるように配慮する必要がある」と示された。
8 ） 平成元年 小学校学習指導要領・平成元年 中学校学
習指導要領・平成元年 高等学校学習指導要領
児童・生徒の思考力，問題解決能力や個性を重視する
新学力観に対応した改訂が行われ，小学校低学年では
生活科が新設された。小・中・高等学校ともに特別活
動の内容が学級活動（ホームルーム活動），児童会活動
（生徒会活動），クラブ活動，学校行事とされた。ここで，
従来の小・中学校での児童活動（生徒活動）で行われて
いた学級会活動と学級指導を統合して学級活動として設
定された。
クラブ活動については，中学・高等学校で内容の取り
扱いで，「部活動に参加する生徒については，当該部活
動への参加によりクラブ活動を履修した場合と同様の成
果があると認められるときは，部活動への参加をもって
クラブ活動の一部又は全部の履修に替えることができる
ものとする」という，部活動のクラブ活動代替可が示さ
れた。小学校でのクラブ活動は継続している。このよう
な部活動によるクラブ活動代替案が示されたことで，ク
ラブ活動と部活動の位置づけやねらいを曖昧にするきっ
かけになったとも考えられる。
9 ） 平成10年 小学校学習指導要領・平成10年 中学校学
習指導要領・平成11年 高等学校学習指導要領
生きる力の育成をめざし，「総合的な学習の時間」を新
設した。完全学校週五日制をまたいだ時期の改訂であっ
た。授業時間数は更に削減され，「ゆとり教育」と呼ばれ
た。小学校ではクラブは継続しているが，中学・高等学
校ではクラブ活動に関する規定が削除され，この類いの
活動は教育課程外の部活動だけになった。清水（2011）は，
クラブ活動の廃止は生涯スポーツが社会的環境として成
熟したことを理由としている。奥本（2010）は，生涯スポー
ツの成熟以外にも，部活動での代替と総合的な学習の時
間の新設をクラブ活動の廃止の理由に挙げているが，い
ずれも根拠として納得できないとしている。
総合的な学習の時間のねらいは，次の 2 点である。（1）
自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断
し，よりよく問題を解決する資質や能力を育てること。
（2）学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探
究活動に主体的，創造的に取り組む態度を育て，自己の
生き方を考えることができるようにすること。このねら
いはクラブ活動のねらいとは異なるが，昭和22年に設定
された「自由研究」に繋がるねらいと捉えることもでき
る。長期的に考えると，むしろ，クラブ活動を含まない
自由研究の再生といえるのかも知れない。
10） 平成20年 小学校学習指導要領・平成20年 中学校学
習指導要領・平成21年 高等学校学習指導要領
ゆとりでも詰め込みでもなく，知識，道徳，体力のバ
ランスのとれた力である生きる力の育成をめざして改訂
された。授業時間数が増加し，「脱ゆとり教育」と呼ば
れた。特別活動に関しては，前回の改訂とほぼ同様である。
小学校では「クラブ活動を通して，望ましい人間関係
を形成し，個性の伸長を図り，集団の一員として協力し
てよりよいクラブづくりに参画しようとする自主的，実
践的な態度を育てる」というクラブ活動の目標が示され
た。これまでにもクラブ活動の内容は示されていたが，
クラブ活動の目標が示されるのは昭和35年高等学校学習
指導要領に続いて 2 回目となる。その内容は，特別活動
の目標に準じたものである。
中学・高等学校では総則に「生徒の自主的，自発的な
参加により行われる部活動については，スポーツや文化
及び科学等に親しませ，学習意欲の向上や責任感，連帯
感の涵（かん）養等に資するものであり，学校教育の一
環として，教育課程との関連が図られるよう留意するこ
と」という部活動の意義が前半部分で示された。これよ
り，部活動に関して次の 3 点が読み取れる。①生徒の自
主的，自発的な参加により行われる活動であること。②
その対象がスポーツや文化及び科学等であること。③学
習意欲の向上や責任感，連帯感の涵養等に資するもので
あり，学校教育の一環として，教育課程との関連が図ら
れるよう留意することという記述より，技能面を目的と
したものではなく，教育活動としての側面を目的として
いること。
後半では，「その際，地域や学校の実態に応じ，地域
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の人々の協力，社会教育施設や社会教育関係団体等の各
種団体との連携などの運営上の工夫を行うようにするこ
と」とあり，直接的な表現ではないにしろ，地域社会，
社会教育関係団体との協力による顧問教員の負担軽減へ
の配慮も窺える。しかしながら，前半の学校における教
育活動としての位置づけがあるため，学校の手を離れて
地域社会や社会教育団体に部活動を丸投げすることはそ
の目的に反するとも捉えられる。
3 ．部活動・クラブ活動の今日的な課題
1） 外部の人的資源の導入
小学校特設クラブ活動や中学校の部活動に対して，教
員への負担軽減や児童生徒の技術向上に向けて，外部
指導者の導入が話題になっている（的地・竹村・白井，
2016；度会，2016）。度会（2016）は小学校特設クラブ
活動への外部指導者の依頼に伴う課題について次のよう
に整理している。①人材バンクを活用して外部指導者を
探すこと，②外部指導者の依頼には謝金についての環境
整備が必要であること，③指導について学校側が外部指
導者に丸投げすることはできないため指導内容を明確化
すること，④そのための顧問教員と外部指導者の立場関
係を明確にしておくことである。人材バンクは各自治体
で準備しているが，クラブ活動や部活動の指導者に特化
したものではなく，高齢者向けのサークル活動の紹介の
ような自治体もみられ，適任者を探せるきっかけになら
ない場合もある。謝金については的地ら（2016）による
と，自治体により異なるが，1 回の指導につき2,000円～
4,000円と報告され，年間の指導回数に制限もある。加
えて，内田（2015）は外部指導者に関しては安全指導に
ついての知識理解が必要であることも指摘している。
東京都杉並区や大阪市では派遣会社への委託を中心に
中学校部活動の外部指導者の導入が実施されている。的
地ら（2016）によると，現在は土日の休日練習で顧問教
員の負担軽減を目的に技術面の指導で実施されている。
顧問教員の負担軽減，生徒への専門的な技術指導，体罰
等の暴力行為の予防，指導者不足により休部・廃部の回
避に効果的であることが報告されている。一方，費用は
1 回18,000円程度であり，技術指導に偏重しやすく，派
遣会社の職員の定着率の低さ，部活動で期待される人格
形成など教育的な指導が希薄であることも指摘されてい
る。勿論，外部指導者の効果的な活用には，度会（2016）
で指摘される，顧問教員との十分な打ち合わせが必要で
ある。他にも，顧問教員のサポート役としてスクールソー
シャルワーカーの活用も提案されている（小柳・石井・
竹安・竹安，2015）。
学校での部活動にはスポーツや文化及び科学等を通じ
た学習意欲の向上や人格形成の目的があり，教育課程と
の関連という学校教育場面での特質をもつため，外部指
導者の導入は部活動に含まれる技術的指導に注目して考
える必要がある。それでも，専門的な技術指導の不得手
な顧問教員には負担軽減に役立つであろう。目的を限定
することで外部指導者の導入も有効と考えられる。
2 ） 小学校でのクラブ活動の実態
いくつかの小学校のWebページではクラブ活動の年
間回数が少ないことが示されている。そこで，“小学校
“and”クラブ活動“and”回数”を検索語として，Web
ページの検索により情報取得が可能な 7 校の小学校より
クラブの種類と年間回数を表 1 に整理した。閲覧対象と
なったWebページのURLは引用文献一覧に示した。ク
ラブ数は児童数，教員数の影響もあるため直接的な比較
はできないが，年間回数はいずれの小学校も10回以下で
あった。小学校ではクラブ活動は必修であるが，授業時
間の確保や他の教育活動との関係でこのような実施回数
になっていると考えられる。
横浜市教育委員会（2010）では年間20回以上のクラブ
活動の実施を奨励しているが，その実現は難しいかも知
れない。クラブ活動は教育課程に位置づくため授業時間
内での実施であり，中学・高等学校での部活動のような
教員への負担の問題，実施回数の少なさからも児童の技
術向上の問題も中学・高等学校より大きくないと考えら
れる。児童にとって有益な教育機会であれば，回数増加
などの課題があるのかも知れない。
4 ．クラブ活動と部活動を巡る現場教員の対応と工夫
クラブ活動と部活動を巡る学校現場での対応と工夫を
現場教員より聞き取り，先行研究の結果を参照して検討
する。「　」は教員から聞き取った内容を表す。
1 ） 横浜市立中学校教員Ａ先生
⑴　小学校クラブ活動と中学校クラブ活動に子どもが感
じる違い
①「中 1 になった時に新しい環境での学習や生活にうま
く適応できないとされる中 1 ギャップの対策，小中連携
の取り組みの一つとして，中学校において小学 6 年生を
対象とした学校説明会が実施されている。そこでは，中
学校生徒会の役員が小学 6 年生に中学校での生活や行事
などを説明している。訪れる小学 6 年生は，同時に開催
される部活動見学会に興味を示す児童が多いように感じ
る。児童によれば，小学校でのクラブ活動は楽しい授業
の一つと捉えられ，毎日の実施ではないことに中学校で
の部活動との違いを感じているようである。児童にとっ
て部活動見学は自由参加であるが，安全上の理由から参
加できないことに物足りなさを示すものの，いくつかの
部活動を見学しながら，『中学校に入学したら，どの部
活に入ろうかな』などと友だちと話している」
中学校での部活動見学会は小学校で実施されているク
ラブ活動成果発表に参加する小学 3 年生のように，入部
すべき部活動を考える機会と受け取っているのかも知れ
ない。部活動見学の時点ではクラブ活動の延長と捉えて
表 1　小学校クラブの種類と年間回数
小学校 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ
クラブ数 15 15 9 7 11 16 15
年間回数 10 8 10 6 8 8 7
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いるのかも知れない。いつ頃，毎日の学校生活に影響す
る部活動とクラブ活動が異なるものと感じるのであろう
か。
②「中学 1 年生が 4 月に入部した部活動で夏休みの練習
を超えられるか否かで部活動の継続が決まることはよく
ある。体力の十分でない 1 年生にとって運動部での夏休
みの長時間練習は日常的な放課後練習よりも苦しいもの
である。それについて行けずに退部する生徒もいる。し
かし，この時期を超えられた生徒の多くは部活動を継続
している。苦しい練習の中に達成感や仲間とのつながり
を感じる話題もよく語られる」
月に 1 ～ 2 回実施される楽しい授業の一つである小学
校でのクラブ活動と中学校での部活動の違いは，苦しく
も仲間との経験を通して理解されると考えられる。
⑵　部活動は生徒の問題行動の予防に役立つという中学
校教員の意識
「中学校教員には部活動によって生徒の問題行動を予
防しているという意識もあり，学校管理職より全教員が
いずれかの部活動の顧問になることを依頼され，特別な
事情の無い限り引き受けている。強制ではないが，生徒
にも部活動に入部することを勧めている」
山田（1983）によると，3,000名近い中学校教員を対
象とした調査で，部活動による非行を阻止する力の問い
に対して，「とても寄与（25. 6％）」「かなり寄与（55. 6％）」
が「それほどでない（13. 9％）」「関係なし（5. 1％）」よ
りも多かった。Ａ先生のいうように，中学校教員には部
活動によって生徒の問題行動を未然に防いでいるという
意識があるのかも知れない。中学校教員が問題行動への
予防効果を部活動にみいだしているなら，全教員が部活
動顧問を引き受けることも教育活動の一環と捉えている
可能性もある。横浜市教育委員会（2015）によれば，横
浜市立中学校の生徒の部活動加入状況は「平成24年度：
84. 4％」「平成25年度：85. 1％」「平成26年度：84. 8％」，
教員の顧問率は「平成24年度：91. 1％」「平成25年度：
91. 7％」「平成26年度：91. 8％」であった。Ａ先生のい
うような部活動が生徒の問題行動を予防しているかに言
及は無いが，中学生の部活動加入率，教員の顧問率が高
いことが示されている。
⑶　必修クラブの困難さ
①「昭和47年より実施された全生徒が参加する『必修ク
ラブ』は生徒指導困難校といわれる中学校では，授業で
は生徒の問題行動が治まっていてもクラブは生徒の息抜
きの時間になっていた。具体的には，所属するクラブに
参加せずに校内を徘徊する生徒への対応が必要であった。
この時期，クラブの時間と選択教科の時間は校内を見回
り指導する教員には『魔の時間』といわれていた。選択
教科の時間は学年で展開するため，学年生徒への対応が
必要であった。クラブの時間は全校生徒が一斉に動くた
め，クラブの取りまとめ役の教員は，生徒のクラブ所属
希望の調整だけでなく，校内を徘徊する生徒への対応や
欠席する教員が担当するクラブの代わりの指導も行う必
要があった。選択教科，クラブのいずれの時間も生徒の
希望を優先して所属を決めているが，生徒は所属学級の
異なる友だちとも一緒に過ごせる時間と捉えているよう
だった。当時，クラブと部活動は同じ競技で同じ教員が
担当していても，部活動所属生徒を同じクラブに所属す
るように強制はしなかった。顧問教員もクラブにはその
競技初心者がいるため，部活動とは練習レベルを変えて
指導していた」
生徒は授業内容や活動内容で希望しているのではない
場合もあること，日常的な学級での授業は治まっていた
ことから，学級での授業には一定の学級規範が存在する
が，選択教科の時間やクラブ活動の時間では，そのよう
な規範をつくり出すことが難しいことも考えられる。そ
のため，生徒は友だちと一緒に過ごせる時間と捉えてい
たのかも知れない。Ａ先生の学校では，教員は競技種目
が同じであっても，部活動とクラブ活動を異なる活動と
捉えていたようである。
②「平成元年告示の学習指導要領により，部活動のクラ
ブ活動代替可となって，所属していた中学校では『必修
クラブ』を廃止した。近隣の中学校でもみな『必修クラ
ブ』を廃止し，放課後と休日に活動する部活動だけに
なった。『必修クラブ』を支える負担がなくなったのは
助かったが，クラブと部活動の違いは一層分かりにくい
ものとなった。負担を感じながら続けてきた『必修クラ
ブ』の目的は何であったのかという疑問が学校での話題
になった。選択教科の時間についても平成20年告示の学
習指導要領以降は廃止されている」
生徒の問題行動に気遣う生徒指導困難校では，部活動
は生徒の問題行動への予防効果があり，必修クラブは問
題行動の可能性を含んでいると捉えられていたために，
Ａ先生の中学校も近隣の中学校も廃止を有益と感じたと
考えられる。高等学校教員を対象とした調査に基づく報
告ではあるが，必修クラブは義務的に遊びの時間を消化
しているという松永（1980）による示唆にＡ先生からの
聞き取り内容が整合すると捉えられる。
また，クラブ活動と部活動の位置づけや目的の違いが
曖昧になったことはＡ先生からの聞き取り内容からも，
部活動のクラブ活動代替可という学習指導要領の改訂が
きっかけになっていると考えられる。少なくとも，現場
教員にとってはそのように受け取られたようである。
⑷　部活動への外部講師の導入について
「所属した中学校では全教員が部活動の顧問を担当し
ている。中には，自分自身が親しんだ部活動の顧問にな
ることを教職に就く動機とする教員もいる。勿論，それ
まで自分自身が関わったことの無い部活動の顧問になる
こともある。新たなことへのチャレンジは若手教員に依
頼されることが多く，審判講習会などで研修を積んだり，
研修会で知り合った他校の教員と合同練習などを行うこ
とで対応しているということはよく聞かれる。外部講師
の依頼は，週 1 回の近隣の警察署からの剣道の講師や大
学生による吹奏楽部の楽器の指導ぐらいしか見たことが
ない。その時にも，事故などに備えて，必ず，顧問教員
は部活動に参加していた。自分で外部講師を依頼したこ
とがないので，依頼方法や謝礼のシステムなどはよくわ
からない」
的地ら（2016）で示される，東京都杉並区や大阪市の
ような派遣会社への委託方式ではないが，地域の力や知
り合い頼みのマンパワーを活用した，技術指導に関する
外部講師の導入は実施されている。しかしながら，顧問
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教員も部活動指導に参加しており，顧問教員の負担軽減
という側面はあまり感じられない。むしろ，技術指導を
目的としたものであり，教育的な指導は教員が行うこと
を重視した取り組みと捉えられる。
⑸　高校入試へのかつての影響
「現在の高校入試制度はそのような扱いは無くなって
いるが，部活動は教育課程外の活動であるとされながら
も，高校入試で活用される調査書にはその事実として，
所属や大会成績の記録などが記載されていた。スポーツ
推薦では顧問教員の推薦とともに，部活動でより上位の
成績を残すことが重要になる。英語検定などの取得資格
についても調査書に記載されていたため，部活動だけで
はなく，中学校時代の活動の成果という位置づけである
と了解していたが，進学に不利にならないようにと実質
的な活動がなくとも部活動に所属だけはしている生徒も
いた。高校入試の合否には大きな大会でのレギュラー
としての上位の成績でないと効力は無かったのだろうが，
大会成績を問うよりも，部活動で学んだことを面接で聞
いてもらいたいというのが中学校教員の願いであった。
当時，公立高校の一般入試に面接はなかった」
神奈川県教育委員会（2011）によれば，神奈川県公立
高等学校の入試制度について，次のように記載されてい
る。新たに改善される入学者選抜制度では，中学生のと
きの活動の経歴や役職，大会等の記録，各種資格の取得
等，活動実績の点数化をなくすことになりました。
つまり，Ａ先生が指摘するように，それまでの高校入
試制度では取得資格や部活動での受賞や大会成績が点数
化されていたのである。神奈川県教育委員会（2011）に
よれば，平成25年度入学者選抜から公立高等学校入試で
も生徒が事前に提出した面接カードに基づき面接が行わ
れるようになった。その際，学校外の取り組みも含めて
教科等以外の活動への意欲についての項目があり，Ａ先
生の指摘する部活動で学んだとことを面接の話題にでき
るようになっている。
⑹　Ａ先生への聞き取りのまとめ
Ａ先生への聞き取りより，必修クラブ及び部活動を巡
る中学校現場での対応と工夫は次の 6 点に整理できる。
①中学 1 年生が小学校クラブ活動と中学校部活動の違い
を体験的に学ぶのは夏休みの練習を超えられるか否かで
あると教員が捉えていること。②中学校教員は部活動は
生徒の問題行動の予防に役立つと捉えている可能性があ
ること。③昭和47年より実施された必修クラブの実施は
現場教員にとって負担の大きいものであり，平成元年に
告示された必修クラブの部活動代替可の措置により，必
修クラブはすぐに廃止されたこと。④平成元年に告示さ
れた必修クラブの部活動代替可の措置により，現場教員
にとってクラブ活動と部活動の位置づけや目的の違いが
曖昧になったこと。⑤部活動の外部講師導入は過去にも
存在していたが，顧問教員の負担軽減ではなく技術指導
を目的と捉えられていたこと。⑥かつては部活動での成
績が点数化され高校入試の資料として使われていたこと。
この中には，必修クラブの廃止など変更された制度に
よる影響もある。Ａ先生の誤解もあるかも知れないが，
あらためて，学習指導要領をはじめとする制度が学校現
場に強く影響していることが感じられる。現在は教員の
負担軽減に社会的な視点が向いている。しかしながら，
Ａ先生への聞き取りより，生徒の問題行動の予防という
考えも含めて，負担感よりも教育的な視点から部活動を
捉えている教員がいることも事実であろう。部活動にお
ける教育的な視点と教員の負担軽減の兼ね合いを考えな
いと，学校現場に有益な制度にならないと考えられる。
2 ） 横浜市立小学校教員Ｂ先生
⑴　児童数・教員数減に対応したクラブのまとめ設定
「児童数が減り，教員の人数も減っているため，児童
の希望に添ったクラブの設定が難しくなっている。かつ
ては種目ごとに存在したクラブ（例えば，バスケットボー
ル，サッカー，卓球，ドッジボールなど）も現在ではい
くつかの種目をまとめて「屋外球技クラブ」「屋内球技
クラブ」などといった設定で実施せざるを得ない。 1 ヶ
月ごとに種目を決めて，全員で同じ種目を行うようにし
ている」
Ｂ先生の学校だけでなく，その周辺の学校や他県でも
同様な工夫を聞く。児童数減に対する比較的一般的な工
夫と考えられる。
⑵　小学校クラブ活動と中学校部活動の接続に関する試み
「小学校のクラブ活動でバドミントンの面白さを感じ
た児童が，進学先の中学校でも部活動としてバドミント
ンを続けたいという相談があった。児童が進学する中学
校にはバドミントン部は存在していなかった。そこで，
小学校教員と相談して，児童は自分たちの希望を紙面に
して中学校に伝え，検討してもらうこととした。小学校
教員から中学校側への事前の相談もあり，門前払いにさ
れることはなく，要望した児童に対して中学校の現状が
説明された。中学校では一つの部活動を複数の教員で担
当する体制を取っており，既に教員全員がいずれかの部
活動の顧問であり，既存の部活動を継続することさえ困
難な状況である。現状では練習場所の確保も難しく，現
在，バドミントン部を指導できる教員は中学校にはいな
い。しかし， 4 月にバドミントン部を指導できる教員の
異動の可能性は否定できない。望みは低いが，バドミン
トン部を指導できる教員が顧問一人でも担当可能と判断
し，練習場所の調整がつけば，可能性もあるとの回答で
あった。中学校側の誠意は感じられるが，難しいという
判断であった。児童に中学校からの回答を伝え，入学直
後の 4 月からの入部は難しそうであること，君たちが中
学校にいる間には部の創設は間に合わないかも知れない
こと，それまでは，他の部活動で活動してみてはどうか
とアドバイスした」
中 1 ギャップの対策の一つになるのかも知れないが，
小学校クラブ活動から中学校部活動への接続をもたせよ
うとする試みと受け取れる。あるいは児童を対象とした
自治的な活動についての教育指導といえるかも知れない。
⑶　外部ボランティアの導入
「クラブ活動に限った話題ではないが，地域ボランティ
アによる読み聞かせやクラブ活動指導などの外部ボラン
ティアが導入されている。学校の要望に応じて地域の
人材を学校につなぐ学校・地域コーディネーターを元
PTA会長や元PTA役員が担っている。コーディネーター
は地域のネットワークを活かして人材を探してくれたり，
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ボランティアに参加してくれる人たちに学校の活動を支
援する立場であることを伝えてくれる。そのため，ボラ
ンティア参加者の意図が中心の活動ではなく，学校の意
図を中心とした活動であるとことを伝え，黒子役に徹し
てもらうことを確認してくれるのがありがたい。例えば，
英語クラブに元大学教員がボランティアで参加している
が，教員よりも英語の能力が高いにも関わらず，教員の
サポートとして活動してくれている。また，特設クラブ
のミニバスケットボール，陸上部，吹奏楽部などで大会
や発表会が近づくと，中学生が指導に来てくれる。これ
らの支援はボランティアであるため謝金は発生しない」
第30期横浜市社会教育委員会議（2013）によると，学
校教育の充実・多様化や地域の教育力の向上を目指し，
地域住民の参画による学校支援活動を推進するため，学
校支援ボランティアと学校との調整役を担う学校・地域
コーディネーターを養成する講座を実施している。地域
コミュニティーで子どもの成長を支える取り組みであり，
学校を拠点として，ボランティア同士，ボランティアと
教員がつながる機会，町内会，地域の諸団体やPTA な
どが相互に情報交流する機会にもなっている。Ｂ先生が
指摘するように，「学校のニーズを踏まえた連携」につ
いてコーディネーターが養成されていれば，学校として
活用しやすい制度といえるだろう。先行研究（的地ら，
2016；度会，2016）で指摘されている顧問教員と外部指
導者の位置づけにも有効な手立てと考えられる。また，
中学生による小学生の指導は中 1 ギャップの対策の一つ
としても有効かも知れない。
⑷　異年齢集団を育てるクラブ活動と授業時間確保
「クラブ活動は時間割に固定して木曜 6 時間目にあて
ている。月に 1 回は委員会活動にあてているので，月に
3 回，クラブを実施している。他の行事などが重なるこ
ともあるが，年間で20回はクラブを実施している。他の
学校では授業時間の確保との兼ね合いで20回も実施でき
ないと思うが，委員会活動とクラブ活動では異年齢集
団を育てる活動であるという目標を校内で共有できてい
ることが大きい。例えば，漫画イラストクラブではそれ
らに興味を持つ児童が集まり，個人や数名の協同で漫画，
イラストを描くことが多くの学校でのクラブ活動になる。
この活動だけでは，異年齢で関わることも異年齢集団が
育つことも難しい。そこで，全校児童を対象とした漫画
イラストコンクールをクラブで企画・運営する活動を組
み入れる。教員による投げかけは必要だが，異年齢集団
で話し合う機会を設定することで，個人的な活動から異
年齢集団を育てる活動へと変質できる。このような異年
齢集団を育てる取り組みの重要さを校内で共有している。
クラブ活動を年間に20回も実施するには，授業時間の確
保に工夫が必要となる。日常の授業に 7 時間目を設定す
るのは児童にも教員にも負担が大きい。そこで，夏休み
に不足する分の授業日を 3 日間設定している。夏休みに
行われる，一部の児童を対象とした水泳教室の時間を授
業にあてる。勿論，体育の授業だけでなく，他の教科の
授業も行う。一部の児童を対象とした水泳教室では授業
にカウントできないが，すべての児童を対象とすれば授
業時間としてカウントできる。インフルエンザ，自然災
害などでも休校分の授業を回復しなければならないのと
同じであると保護者にも理解されている。元々存在して
いた水泳教室の時間をあてているので教員の負担増もな
い」
小学校 4 年生以上でクラブ活動が実施されているが，
平成10年告示の学習指導要領以降では，クラブの時間設
定は学校により判断することになっている。児童が楽し
みにしている活動なので多く設定したくても，表 1 でみ
るように年間10回以下である。Ｂ先生の学校での授業時
間確保の工夫もさることながら，決まっているからしな
ければならいクラブ活動ではなく，目標をもった活動と
してクラブ活動を教員の意識として共有していることに
驚かされる。異年齢集団を育てるという目標が教職員で
共有でき，保護者の理解も得られているからこそ可能に
なっていると考えられる。
⑸　Ｂ先生への聞き取りのまとめ
Ｂ先生への聞き取りより，クラブ活動を巡る小学校現
場での対応と工夫は次の 4 点に整理できる。①児童数・
教員数の減少に伴いクラブ活動を「屋外球技クラブ」「屋
内球技クラブ」などのようにまとめて設定せざるを得な
いこと。②小学校クラブ活動と中学校部活動の接続に関
する試みとして児童の要望を中学校に伝えたこと。③地
域コミュニティの人材を外部ボランティアとしてクラブ
活動指導にも導入していること。④クラブ活動で異年齢
集団を育てる目標を教職員で共有した上で，その時間数
の確保を工夫していること。
この中には，多くの学校で既に実施されている取り組
みや検討すべき取り組みもある。学校外部の人材活用に
関するコーディネーター養成に自治体が取り組んでいる
のは，学校を開かれた状態にするには効果的であると考
えられる。学校にはコーディネーター養成の余裕もノウ
ハウもないであろう。地域コミュニティと学校をよく知
るコーディネーターが養成されることで，学校のニーズ
に応じたボランティアを募ることが促進できるのではな
いだろうか。
5 ．ま と め
クラブ活動と部活動の位置づけは学習指導要領の改訂
によって影響を受けてきた。さらに，部活動指導に関す
る顧問教員の負担なども社会的な問題となっている。そ
こで，学習指導要領におけるクラブ活動および部活動に
関する変遷をふまえ，現場教員の聞き取り調査をもとに，
学習指導要領の改訂や指導上の諸問題に対し，現場教員
はどのように対応してきたのかを検討した。
その結果，中学校教員への聞き取りを次のように整理
した。①部活動は生徒の問題行動の予防に役立つと捉え
られている。②昭和47年より実施された必修クラブの実
施は現場教員にとって負担の大きいものであった。③平
成元年に告示された必修クラブの部活動代替可の措置に
より必修クラブはすぐに廃止され，クラブ活動と部活動
の位置づけも曖昧になった。
次に，小学校教員への聞き取りを次のように整理した。
①児童数・教員数の減少に伴いクラブ活動の種類を増や
せず，まとめて設定せざるを得ないこと。②外部ボラン
ティアのクラブ活動指導の導入に自治体によるコーディ
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ネーター養成が効果的であること。③クラブ活動で異年
齢集団を育てる目標を教職員で共有した上で時間の確保
を工夫していること。
学習指導要領で決められたことは，教員にとって，や
らなければならないことと受け取られている。Ａ先生の
中学校での必修クラブのように意味をみいだせない活動
を実施するには，教員の負担感も大きい。Ｂ先生の小学
校のようにクラブ活動を異年齢集団を育てる機会と捉え
られれば，それを成立させる工夫を考えることができ，
教員も意欲的に取り組める。教職員での目標の共有は重
要であるが，教員の考えが変われば，すべての学校でＢ
先生の小学校のように取り組めるのであろうか。Ａ先生
の中学校のように生徒が活動場所にも現れないという状
況では，時間の確保の工夫以外に別の手立ても必要にな
るだろう。地域ボランティアについても，人材が確保
がしやすい地域とそうでない地域がある。小・中学校で
の子どもの発達差の問題もある。教員に意思はあっても，
学校ごとに実現可能性は異なるのではないだろうか。Ｂ
先生の学校での取り組みは参考になるが，すべての学校
にそのままあてはめられるとは限らないであろう。しか
し，学校ごとに状況は異なっても，子どもの成長のため
に学校ができることについて，見通しと目標を共有して
取り組むことは重要である。
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